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研究成果の概要（和文）：2010年に採択された名古屋議定書は、遺伝資源利用の促進と金銭的・非金銭的利益配
分を通じた提供国の生物多様性保全を目的とするものであるが、議定書に基づく効果的な制度作りについては先
進国・途上国とも模索の段階にある。本研究は、日本における遺伝資源利用の実態に基づくABS制度についての
研究、および消費者の遺伝資源に対する意識および生産者の流通の観点からの認証制度の研究の評価を行なっ
た。また、さまざまな生物多様性の生態系サービスについての研究を行なった。そして、いかなる生物多様性に
関わる制度が効果的な生物多様性保全につながるか明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The Nagoya Protocol, adopted in 2010, aims to conserve biodiversity in donor
 countries through the promotion of genetic resource use and the sharing of monetary and 
non-monetary benefits, but both developed and developing countries are still in the process of 
exploring how to create effective systems based on the Protocol. This study assessed research on ABS
 systems based on the actual use of genetic resources in Japan, as well as research on certification
 systems from the perspective of consumer awareness of genetic resources and producers' 
distribution. Studies were also carried out on the ecosystem services of different biodiversity 
types. The study also identified which biodiversity-related institutions can lead to effective 
biodiversity conservation.

研究分野： 環境経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、名古屋議定書が推進する中心的枠組みであるABSに関わる経済的仕組みとその実効性を高めるための
効果的な諸制度について考察した。生物多様性保全についての関心が高まる中、名古屋議定書について詳細に考
察した経済学的研究は、きわめて少ない。その中で、同議定書、特に提供国措置についての研究は、実際に、日
本での提供国措置に関わる議論の中で引用された。こうした研究は、今後も、同議定書をより有効的に運用する
ことに資すると考えられる。また、生物多様性保全に関わる研究は、さまざまな実際の保全の仕組みづくりに貢
献する可能性がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
1992 年に採択された生物多様性条約の目的の一つである「遺伝資源利用から生ずる利益の公正
かつ衡平な配分」は、遺伝資源の提供国に対し、金銭的および非金銭的利益を発生させることで、
生物多様性保全のインセンティブをもたらすことにある。しかしながら、こうした理念は、遺伝
資源利用を円滑化かつ促進する ABS (Access and Benefit Sharing: 遺伝資源へのアクセスおよ
び利益配分)の具体策について国際的合意がなされなかったため、十分には実現できてこなかっ
た。2014 年に発効し、わが国も 2017 年に締結した名古屋議定書は、こうした ABS の国際的推
進に向けた手続き的枠組みを定めるもので、遺伝資源の円滑的利用を促進するものと期待され
ている。しかし、名古屋議定書に基づく効果的な制度作りについては先進国・途上国とも模索の
段階にあった。こうした効果的な制度作りにとって鍵となるのが ABS に関わる経済的側面であ
る。ABS 制度の柱は、主として遺伝資源の取得に関する制度である PIC（事前の情報に基づく
同意）および主として利益配分に関する制度である MAT（相互に合意する条件）である。従来
の生物多様性条約の経済的側面については、バイオプロスペクティング（遺伝資源を利用した製
薬等の研究開発プロジェクト）をめぐる一連の研究が存在しているが、PIC と MAT を考慮した
名古屋議定書に関する経済的な研究は申請者の知る限り存在しなかった。そこで、本研究では、
名古屋議定書に基づく経済的仕組みと効果およびその実効性を高めるための制度についての研
究を行うことになった。 
 
２．研究の目的 
本研究は、名古屋議定書が推進する中心的枠組みである ABS に関わる経済的仕組みとその実効
性を高めるための効果的な諸制度について考察することである。具体的な研究項目は次の通り
であった。 
 
①遺伝資源および伝統的知識に関する金銭的および非金銭的利益配分を考慮した ABS 制度につ
いて理論的研究および各国制度の比較評価 
生物多様性条約の発効以降、遺伝資源利用から生ずる利益配分にもとづく生物多様性保全が期
待されてきたが、十分な効果を発揮してきたとはいいがたい。名古屋議定書では、利益配分の形
態について、金銭的利益と非金銭的利益を例示するとともに、伝統的知識の ABS も明示してい
る。一方、ABS の形態については、バイラテラル（利用国と提供国での一対一の配分）だけで
はなく、食料・農業植物遺伝資源条約ではマルティラテラル（多数対多数）の形態も存在するな
ど、多様化している。今後、名古屋議定書の誕生により、ABS の役割はますます大きなものと
なることが予想される。本研究では、途上国が危険中立的ではなく、リスクの側面が意思決定に
与える影響を捉えるため危険回避的な評価関数（効用関数）を持つものとして、また非金銭的利
益を明示的に導入した理論分析を行うことにした。 
②日本における遺伝資源利用の実態に基づく ABS 制度についての研究、特に PIC 制度につい 
ての中長期的展望における研究 
PIC は、遺伝資源提供国がその遺伝資源の取得に際しての手続きを定めるものであり、厳格化す
るほど提供国の遺伝資源に対する権利保護に資するが、一方で、取得費用を高め、円滑な利用促
進を減じてしまう効果も予想される。途上国では手続きの義務化を求めるものが少なくない一
方で、日本では提供国としての手続きは求めないなど、国によって幅広い特徴がある。日本では、
提供国措置はとらず利用国措置のみで 5 年間の運用を経て、見直しを行うことが決まっていた。
そのため、利用主体である企業の認識を把握することが不可欠であり、企業を対象としたアンケ
ートを実施し、PIC の手続きなど、PIC に関わる種々の負担に対する企業の認識を把握すると
ともに、日本で取得した遺伝資源であることを証明する「出所証明」に対するニーズを把握する
等、遺伝資源の取得や利用に関する企業の認識を幅広く調査することにした。 
③ 遺伝資源利用の普及・拡大にむけた認証制度の分析  
名古屋議定書では、遺伝資源の取得を PIC により適切に行うことで、ABS クリアリングハ 
ウスに登録され、利用者が不正に取得したのではないことが国際的に公的に証明されること 
になったが、その効果は各国の運用に大きく依存する。こうした観点から、認証制度による 
補完を検討することが意義を持つ。遺伝資源が適正に採取されたものであることを示す認証 
制度の導入は、遺伝資源利用の普及・拡大をもたらす可能性がある。そこで、制度の導入が 
消費者・生産者の双方にメリットを生じるとともに、遺伝資源の適切な利用と生息域の保全 
が進むかどうかを検証する。 
また生産者については、認証制度の導入で生じるメリット（消費者の購買行動の変化、企 
業に対するイメージ向上など）とデメリット（遺伝資源取得および認証取得のコスト）をも 
とに、企業の行動変化を予測する。 
上記の研究結果を踏まえた ABS に関する経済的仕組みについて、さまざまなケースを 

想定し、それぞれについて効果的な制度を研究結果に基づき提示する。 
 
３．研究の方法 



①本研究では、途上国が危険中立的ではなく、リスクの側面が意思決定に与える影響を捉え 
るため危険回避的な評価関数（効用関数）を持つものとして、また非金銭的利益を明示的に 
導入した理論分析を行う。 
②収集したデータをミクロ計量経済学の手法であるベスト・ワースト・スケーリング等により分
析し、日本の企業にとって利用しやすい制度、ひいては、遺伝資源利用が促進され、遺伝資源提
供国の生物多様性保全に資する効果的な ABS 制度がどのようなものかを明らかにする。 
③認証制度の導入で生じるメリット（消費者の購買行動の変化、企業に対するイメージ向上など）
とデメリット（遺伝資源取得および認証取得のコスト）をもとに、企業の行動変化を予測した。 
 
４．研究成果 
本研究では、遺伝資源を中心に生物多様性保全や生態系サービスについての研究を遂行した。遺
伝資源および名古屋議定書については、提供国措置を導入することによる影響をさまざまな観
点から検証した。 
 
遺伝資源と名古屋議定書をめぐる研究 
①海洋遺伝資源が豊富なサンゴ礁生態系を事例として、3つの測定法により、レジリエンスの経
済価値、レジリエンスを評価する動機、他の生態系サービスと比較した場合のレジリエンスの相
対的な重要性を評価した。 
②遺伝資源をめぐる中心的な課題を明らかにし、さらに今後の国際的および国内的な ABS 政策
への社会科学的基礎の提供に向け、これまで日本で先行してきた法学研究の動向を踏まえなが
ら、遺伝資源利用のさまざまな経済学的側面から研究課題を整理した。 
③遺伝資源へのアクセスと利益配分（ABS）の分野での EBPM(エビデンスに基づく政策立案）の
実施を事例として、その課題を整理するとともに、EBPM の実施が困難な場合の対応策について
議論した。 
④遺伝資源を有する生態系の保全に関する議論を行った。インドネシアの熱帯林から生産され
る木材から作られた製品について、日本の消費者にアンケート調査を実施し、FSC 森林認証や生
態系サービス認証に対する消費者の意識をコンジョイント分析やベストワーストスケーリング
により把握した。この研究は、国際学会で発表した。 
⑤名古屋議定書第 6条に基づく遺伝資源へのアクセス制度（以下「PIC 制度」という）を導入し
た場合に生じる影響を検討した。この検討は、専門家を対象に繰り返しアンケート調査を実施す
ることで意見を洗練させていく政策デルファイ法により行った。PIC 制度の導入は遺伝資源の取
得の機会及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分の実現を通して生物多様性保全と
その構成物の持続可能な利用の好循環を形成することを目的としているが、調査の結果、国際的
証明としての役割を除いて、むしろ影響は限定的、または負の影響があるとの意見が多く見られ
た。また導入するとした場合には、特に研究開発への負の影響への配慮が求められること、更に
次世代継承については良い影響、悪い影響に意見が大きく分かれていることから研究開発同様、
政策立案上、より影響が得られるよう、慎重な配慮が求められることが明らかとなった。この研
究は国際誌に公刊された。 
⑥国内遺伝資源を取得・利用する個人および組織を対象に、(1)仮想的な国内提供国措置に対す
る選好と、(2)提供国措置が遺伝資源の利用水準に与える影響を 2段階選択型実験で示した。研
究者・企業とも、国内提供国措置は必ずしも忌避されるものではないことが示された。上記の結
果は、国内学会での企画シンポジウムおよび一般向けシンポジウムで報告された。また、学術誌
に現在投稿中である。 
⑦経済理論の観点から、名古屋議定書第 10 条に基づき国際的利益配分システムについて、多国
間の金銭的利益配分システムが提供国側で遺伝資源利用を活発化させ、生物多様性保全により
結びつく可能性を指摘した。 
⑧名古屋議定書が誕生した背景や、その後の世界各地域・国での取組から、今後の動向を論じた。 
 
生物多様性条約および生態系サービスに関わる研究 
①遺伝資源認証を検証するために、多数の生態系サービス支払の事例が存在する農業分野で分
析を行い、森林が社会にもたらす生態系サービスについて、従来型の主観評価に加えて推論評価
で価値評価をおこない、その違いを社会的望ましさのバイアスの観点から論じた。 
②生態系サービスに付随して、Eco-DRR（生態系を活用した防災減災）についての研究を行なっ
た。グリーンインフラの特質を経済学的に表現した。 
③生物多様性条約（CBD）への参加と各国の自然保護努力との関係を定量的に評価した研究も行
ない、CBD への参加が各国の保護に正の影響を持つことが示された。この結果は生物多様性条約
における名古屋議定書の可能性を示しているものと考えられる。 
 また、未公刊であるが、予定していた理論研究もおこなった。ここでは、理論モデルを構築し、
二国間の共同利益配分システムとして、生物多様性保全に与える効果に焦点をあてた考察を行
った。その結果、均衡がナッシュ均衡として表される共同利益配分システムが単独の利益配分シ
ステムより生物多様性に良い影響を与えるケースが存在することが確認された（この研究は未
公刊であり投稿準備中である）。 



本研究は、名古屋議定書が推進する中心的枠組みである ABS に関わる経済的仕組みとその実
効性を高めるための効果的な諸制度について考察した。生物多様性保全についての関心が高ま
る中、名古屋議定書について詳細に考察した経済学的研究は、きわめて少ない。その中で、同議
定書、特に提供国措置についての研究は、実際に、日本での提供国措置に関わる議論の中で引用
された。こうした研究は、今後も、同議定書をより有効的に運用することに資すると考えられる。
また、生物多様性保全に関わる研究は、さまざまな実際の保全の仕組みづくりに貢献する可能性
がある。 
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